
 

 憲法改正国民投票法案に反対し、十分な国民的論議を求める決議 
 
 現国会では、憲法改正に関する国民投票法案が与党および民主党の双方から

提出され、本年５月３日までの成立を目指すとして、修正協議等がなされてい

る。しかしながら、その各修正案を含め、双方の法案には重大な問題がある。 
  
 そもそも憲法は、国の基本原則を定めるのみならず、国家の権力を制限し国

民の人権を保障するため、そのよりどころとして制定されたものである。した

がって、その改正は、国の基本原則と国民の人権保障の変更につながる。まし

て、一部で取り沙汰されている憲法の全面改正は、現在のわが国の成り立ちと

人権保障の全面的な変更となるのであって、それは明治維新や戦後民主化にも

匹敵する大改革である。 
 加えて、現行憲法は、国民自身、政府による戦争の惨禍に苦しみ、また周辺

諸国民に対し多大の被害をもたらした反省に立って、侵略と戦争を捨て平和に

徹し、民主主義を確立し、人権保障を貫く固い決意をもって、制定されたもの

である。 
 憲法の改正は、このような国と国民の自由や人権のあり方の変更につながる

ものであるから、国民の十分な理解と熟慮の上、将来の世代と世界に対し、重

い責任をおって慎重に行うべきものである。 

 こうした観点からすると、与党案および民主党案（その各修正案を含む）に

は、次のとおり重大な問題があり、看過することはできない。 
  
 第１に、憲法改正が国民の少数の判断で決定されるおそれのあることである。 
 与党案および民主党案は、ともに国民投票の最低投票率に関する規定を置い

ていない。その結果、たとえば投票率４０％の場合には、投票権を有する国民

の５分の１程度の賛成で憲法改正が可能となる。これは、憲法の重要性、その

改正の重大性に鑑みて極めて不合理であり、両法案はその基本的な制度設計に

おいて、重大な欠陥を有している。 
 

第２に、自由で公正な国民の意思の形成が妨げられるおそれがある。 
  テレビ・ラジオ等のマスコミによるＣＭ広告の影響力は大きい。これらを利

用した広報は巨額の費用が必要であり、その利用は資金力によって大きく左右

されてしまう。しかし、両法案は、政党の広報活動については定めるものの、

それ以外の個人・団体が行う広報活動については何ら言及がない。これでは、

マスコミの有料広告が資金力のある個人・団体に独占され、自由で公正な国民

の意思形成が妨げられるおそれがある。 
したがって、一定の公的ルールを設け、著しい情報格差を生じない配慮がな

されるべきである。 

 
 第３に、国会の発議後、国民投票までの期間が短いため、国民の間で活発な

議論と熟慮ができない。すなわち、両法案とも発議後６０日以降１８０日以内



に国民投票を実施するとしている。 

しかし、憲法改正の具体的な内容は国会の発議によって初めて確定するとこ

ろ、国のあり方を左右する重大な問題について、国民の間で活発な論議がなさ

れ、主権者一人ひとりが熟慮して決断するには、「６０日以降１８０日以内」

はあまりに短い。 
 

また第４に、国民の意思が正確に反映されないおそれがある。 
 両法案ともに、投票方法を国会に全面的に委ねている結果、一括投票の余地

を残している。しかし、国民の意思は、少なくとも主要な争点ごとに、明らか

にされるべきであり、その意思を正確に反映する制度が不可欠である。 
 

さらには、憲法改正には国民の活発な論議が必要であるが、両法案はこの点

でも問題を残している。公務員と教育者（教育関係者）全般について、「影響

力または便益」を利用した国民投票運動を禁止しているからである。 
 国民投票運動の制約は、投票関係者などについては合理性があるものの、大

部分の公務員や教育者には、むしろ自由な言論こそ保障されるべきである。安

易な禁止は、公務員らの人権ひいては国民的な論議に配慮を欠くものである。 
 
 以上のとおり、現在の与党案および民主党案とも看過しがたい問題があり、

その修正協議の状況を踏まえても、当会は、両案に反対せざるを得ない。 
 よって、国会においては、憲法改正にかかる国民投票法案の審議にあたって

は、今国会での成立にこだわらず、国民的論議を十分尽すよう求める次第であ

る。 
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